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23年度 24年度 25年度 126,051 126,051 99,804 99,804

701 総
道路情報管理シ
ステムデータ整
備

境界確定図等の管理及び
迅速な交付を行うため、
道路情報管理システムを
導入する。

市民・
事業者

等

政
策

データ照合
及びシステ
ム構築のた
めの打合せ
会議開催

年１０回 46,150
円滑に
稼働

適時打ち合わせ
会議を開催し、
１０月から円滑
に稼働できてい
る。

Ａ

701

道路情報管理シ
ステムデータ整
備

道路情報管理
システムの構
築

データ照合及
びシステム構
築のための打
合せ会議開催

年１０回 年３０回 46,150

1 総
道路の認定及び
廃止

地域住民の利便に供する
ため、実情に合わせた道
路の認定・廃止を推進す
る。

道路利
用者

定
例
定
型

提案回数 年４回 年４回 年４回 年４回
市議会定例会に
適確に提案、採
択されている。

Ａ
業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持

予
算
な
し

1
道路の認定及び
廃止

市議会定例会
への提案

提案回数 年４回 年４回
市議会定例会
への提案

提案回数 年４回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

2 総
道水路の境界確
定及び境界確定
図等の交付

地域住民の利便を図るた
め、道水路の境界確定・
復元測量・境界確定図等
の交付を行う。

市民・
事業者

等

定
例
定
型

・境界確定
件数
・復元等件
数
・境界確定
図等交付件

年３０件
年500件
年9,000件

年３０件
年500件
年9,000件

年３０件
年500件
年9,000件

58,810
円滑な
業務遂

行

境界確定や復元
等の申請に適確
に対応出来てい
る。

Ａ 58,261

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
維
持

2

道水路の境界確
定及び境界確定
図等の交付

未確定道水路
の境界確定

境界確定件数 年３０件 年３０件
未確定道水路
の境界確定

境界確定件数 年３０件 7,044

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

2

道水路の境界確
定及び境界確定
図等の交付

確定済み道水
路の復元測量

復元等件数 年500件 年405件 54,608
確定済み道水
路の復元測量

復元等件数 年500件 41,730

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

2

道水路の境界確
定及び境界確定
図等の交付

境界確定図・
確定証明・道
路幅員証明の
交付

境界確定図等
交付件数

年9,000
件

年
10,218
件

境界確定図・
確定証明・道
路幅員証明の
交付

境界確定図等
交付件数

年9,500
件

3,466

業
務
計
画

済
必
要

済
不
可

無 なし
維
持

2

道水路の境界確
定及び境界確定
図等の交付

境界石等の購
入

境界石等の購
入

年１回 年１回 2,652
境界石等の購
入

境界石等の購
入

年１回 2,816

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

2

道水路の境界確
定及び境界確定
図等の交付

境界確定及び
復元業務後の
データ処理

データ処理件
数

５３０件 ４３５件
境界確定及び
復元業務後の
データ処理

データ処理件
数

５３０件

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

2

道水路の境界確
定及び境界確定
図等の交付

道路情報管理
システム運用
保守業務等

道路情報管理
システム保守
管理

年２回
（随時緊
急対応）

年２回
（随時緊
急対応）

1,550
道路情報管理
システム運用
保守業務等

道路情報管理
システム保守
管理

年２回
（随時緊
急対応）

3,205

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

3 総
道路の寄附、道
水路交換、付替
え及び払下げ

申請者の土地利用・地域
住民の利便を図るととも
に不用の法定外公共物の
処理を行う。

申請
者・地
域住民

定
例
定
型

年間完了件
数

年３０件 年３０件 年３０件 284
円滑な
業務遂

行

適切に処理でき
ている。 Ａ 284

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大 24

3

道路の寄附、道
水路交換、付替
え及び払下げ

事前協議書・本申
請書の収受及び管
理者等との協議・
回答、払下げ及び
登記依頼

年間協議件数
年間完了件数

年５０件
年３０件

年８１件
年３７件

・事前協議書本申
請書の収受及び管
理者等との協議回
答、払下げ及び登
記依頼
・不用道水路の有
効活用

年間協議件数
年間完了件数
年間折衝件数

年５０件
年３０件
年２０件

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 24
不用道水路の払い下
げを推進していく。

予
算
な
し

3

道路の寄附、道
水路交換、付替
え及び払下げ

道水路敷台帳
管理システム
管理・運用上
のデータ処理

データ処理件
数

年５０件 年８１件

道水路敷台帳
管理システム
管理・運用上
のデータ処理

データ処理件
数

５０件

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

3

道路の寄附、道
水路交換、付替
え及び払下げ

道水路敷台帳
管理システム
運用保守業務

保守点検
年４回
（随時緊
急対応）

年４回
284

道水路敷台帳
管理システム
運用保守業務

保守点検
年４回
（随時緊
急対応）

284

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

4 総 道路台帳の補正
道路の詳細な情報を整備
することにより、必要な
情報を市民に提供する。

市民・
事業者

定
例
定
型

道路台帳補
正委託によ
る補正の完
了期限

平成２４年
３月

平成２５年
３月

平成２６年
３月

8,726
期限内
に完了
済み

期限内に完了
し、適正に調
製、管理出来て
いる。

Ａ 9,078

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
維
持

4 道路台帳の補正

認定、廃止、
区域変更等が
生じた市道に
ついての道路
台帳補正

道路台帳補正
委託による補
正の完了期限

平成２４
年３月

平成２４
年３月

8,726

認定、廃止、
区域変更等が
生じた市道に
ついての道路
台帳補正

道路台帳補正
委託による補
正の完了期限

平成２５
年３月

9,078

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

建設総務課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

必要性予算内訳（千円）

改善の内容活動

業務
計画

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

事業の改善提案

道水路敷の効率的な管理・利用を進める。

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動量・サービス量
②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

活動
③
成
果

実績値

建設総務課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値
改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

事後評価

事業の指
標の達成

状況

活動指標の名称
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23年度 24年度 25年度 126,051 126,051 99,804 99,804

建設総務課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

必要性予算内訳（千円）

改善の内容活動

業務
計画

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

事業の改善提案

道水路敷の効率的な管理・利用を進める。

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動量・サービス量
②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

活動
③
成
果

実績値

建設総務課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値
改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

事後評価

事業の指
標の達成

状況

活動指標の名称

5 総
公共基準点の設
置及び管理

世界測地系の基準点を使
用する高精度かつ統一的
な測量を推進する。

基準点
を使用
して測
量を行
う者

定
例
定
型

・委託契約
の納入期限
・基準点・
測量成果使
用承認決定
書交付件数

平成２４年
３月

年２５０件

平成２５年
３月

年２５０件

平成２６年
３月

年２５０件

11,915
期限内
に完了
済み

公共基準点を適
切に管理運用で
きている。

Ａ 31,979

業
務
計
画

未 高 高 高 縮小
減
ら
す

5
公共基準点の設
置及び管理

公共基準点の
新設・移設及
び維持管理

委託契約によ
る成果物の納
入期限

平成２４
年３月

平成２４
年２月

11,340
公共基準点の
新設・移設及
び維持管理

委託契約によ
る成果物の納
入期限

平成２５
年３月

11,900

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

5
公共基準点の設
置及び管理

基準点管理システ
ムの維持管理及び
基準点・測量成果
の使用承認決定書
交付

基準点・測量
成果使用承認
決定書交付件
数

年２５０
件

年２５４
件

575

基準点管理システ
ムの維持管理及び
基準点・測量成果
の使用承認決定書
交付

基準点・測量
成果使用承認
決定書交付件
数

年２５０
件

579

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

5
公共基準点の設
置及び管理

地震の影響に
よる基準点の
点検改測・座
標の変換

・点検改測測
量
・座標変換及
び成果修正

６５点
1,180点

19,500

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 25

東日本大震災により
影響を受けた公共基
準点座標の補正が平
成２４年度中に完結
するため。

減
ら
す

6 総
道路の区域変更
及び供用開始

地域住民及び道路利用者
の道路交通の利便性の向
上を図る。

地域住
民・道
路利用

者

定
例
定
型

年間告示件
数

年２０件 年２０件 年２０件
円滑な
業務遂

行

適切に告示出来
ている。 Ａ 未 高 高 高

現状維
持

予
算
な
し

6
道路の区域変更
及び供用開始

市道の区域変
更及び供用開
始の告示

年間告示件数 年２０件

区域変更
３５件
供用開始
２４件

市道の区域変
更及び供用開
始の告示

年間告示件数 年３０件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

7 総 水路等の廃止

申請者の土地利用の利便
性を図るとともに不用の
法定外公共物の処理を行
う。

申請者

定
例
定
型

水路敷等用
途廃止件数

年１５件 年１５件 年１５件
円滑な
業務遂

行

適切に水路等の
用途廃止が出来
ている。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持

予
算
な
し

7 水路等の廃止

事前協議書・
本申請書の収
受及び管理者
等との協議・
回答

水路敷等用途
廃止件数

年１５件 年１４件

事前協議書・
本申請書の収
受及び管理者
等との協議・
回答

水路敷等用途
廃止件数

年１５件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

8 総
開発事前協議及
び編入同意

良好な都市環境を形成し
土地の有効利用を図るた
め、開発事前協議申請及
び開発行為に伴う公共用
財産の編入同意申請の処
理を行う。

開発事
業者

定
例
定
型

・開発事前
協議件数
・編入同意
件数

年８５件

年　３件

年８５件

年　３件

年８５件

年　３件

円滑な
業務遂

行

開発事前協議及
び編入同意事務
について適切に
対応できてい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持

予
算
な
し

8
開発事前協議及
び編入同意

 

開発事前協議
書の受理、現
地調査及び回
答

年間事務処理
件数

年８５件 年９２件

開発事前協議
書の受理、現
地調査及び回
答

年間事務処理
件数

年８５件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

8
開発事前協議及
び編入同意

 

開発行為に伴
う公共財産の
編入同意書の
受理、現地調
査及び同意

年間事務処理
件数

年　３件 年　７件

開発行為に伴
う公共財産の
編入同意書の
受理、現地調
査及び同意

年間事務処理
件数

年　３件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

9 総
建設部門間の全
般業務の調整

建設部門間の事業調整に
より、地域住民への影響
を軽減する。

各事業
施工

者・各
工事施
工地域
周辺の
市民

定
例
定
型

開催回数 年２回 年２回 年２回 2 年２回
関係機関間の情
報共有が図られ
ている。

Ａ 5 未 高 高 高
現状維

持

減
ら
す

9
建設部門間の全
般業務の調整

道路占用調整
会議

開催回数 年２回 年２回 2
道路占用調整
会議

開催回数 年２回 5
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 25
従来計上してきた食
糧費を削減する。

減
ら
す

10 総
国有財産の譲与
申請

管理権限の所在を明確に
するほか、地域住民の要
請に応えつつ、適切な維
持、管理を図る。

道水路
利用者

定
例
定
型

対象の確
認、現況の
調査、申請
図書作成等
適正処理率
（年間受理
件数）

１００％
（年１件）

１００％
（年１件）

１００％
（年１件）

円滑な
業務遂

行
Ａ 未 高 高 高

現状維
持

予
算
な
し

10
国有財産の譲与
申請

国有財産の譲
与申請事務

対象の確認、現
況の調査、申請
図書作成等適正
処理率（年間受
理件数）

１００％
（年１
件）

０
国有財産の譲
与申請事務

対象の確認、現
況の調査、申請
図書作成等適正
処理率（年間受
理件数）

１００％
（年１
件）

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

11 総
神奈川県都市土
木行政連絡協議
会

県内１６市の緊密なる連
絡協議により、土木行政
の円滑、かつ強力な推進
を図る。

職員

定
型
定
例

総会、研究
会及び研修
会への参加

年３回 年３回 年３回 15 年３回

研修会等を通じ
て職員の資質向
上が図られてい
る。

Ａ 15 未 高 高 高
現状維

持
維
持
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23年度 24年度 25年度 126,051 126,051 99,804 99,804

建設総務課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

必要性予算内訳（千円）

改善の内容活動

業務
計画

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

事業の改善提案

道水路敷の効率的な管理・利用を進める。

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動量・サービス量
②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

活動
③
成
果

実績値

建設総務課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値
改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

事後評価

事業の指
標の達成

状況

活動指標の名称

11

神奈川県都市土
木行政連絡協議
会

総会、研究会
及び研修会へ
の参加

総会、研究会
及び研修会へ
の参加

年３回 年３回 15
総会、研究会
及び研修会へ
の参加

総会、研究会
及び研修会へ
の参加

年３回 15
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
維
持

12 総
境界確定等実務
担当者連絡協議
会

関係都市の緊密なる連絡
協議により、境界確定等
実務の円滑、かつ強力な
推進を図る。

職員

定
型
定
例

総会、研究
会及び実地
研修会への
参加

年３回 年３回 年３回 5 年３回

研修会等を通じ
て職員の資質向
上が図られてい
る。

Ａ 5 未 高 高 高
現状維

持
維
持

12

境界確定等実務
担当者連絡協議
会

総会、研究会
及び実地研修
会への参加

総会、研究会
及び実地研修
会への参加

年３回 年５回 5
総会、研究会
及び実地研修
会への参加

総会、研究会
及び実地研修
会への参加

年３回 5
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
維
持

888 総
災害応急対策活
動

本市域に、地震動・津波
等伴う諸現象による同時
多発災害が発生した場合
に、被害を軽減し、応急
対策活動を課として迅速
的確に対処する。

全市民
等

定
型
定
例

風水害
への対
応

被害の状況に応
じて適確に配
備・対応できて
いる。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持

予
算
な
し

888
災害応急対策活
動

部の災害応急
対策活動マ
ニュアルの検
証及び見直し
等（毎年）

マニュアルの
検証及び見直
し

４月・１
０月（人
事異動
時）

４月（人
事異動
時）

部の災害応急
対策活動マ
ニュアルの検
証及び見直し
等（毎年）

マニュアルの
検証及び見直
し

４月・１
０月（人
事異動
時）

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888
災害応急対策活
動

部内各班の連絡体
制を整えるととも
に、班員の出欠状
況に応じて班員を
配備（災害等発生
時）

応急対策に必
要な班員の配
備・建設部全
職員数

６９名
（外４名
再任用）

６７名
（外６名
再任用）

部内各班の連絡体
制を整えるととも
に、班員の出欠状
況に応じて班員を
配備（災害等発生
時）

応急対策に必
要な班員の配
備・建設部全
職員数

６９名
（外４名
再任用）

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888
災害応急対策活
動

被害状況調査と復
旧見通しのとりま
とめ及び災害対策
本部への報告（災
害等発生時）

報告書の提出 随時 なし

被害状況調査と復
旧見通しのとりま
とめ及び災害対策
本部への報告（災
害等発生時）

報告書の提出 随時
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888
災害応急対策活
動

社会福祉法人茅ヶ
崎市社会福祉協議
会からの応援職員
のボランティア受
け入れ及び各班へ
の人員調整（災害
等発生時）

協定に基づく
活動

随時 なし

社会福祉法人茅ヶ
崎市社会福祉協議
会からの応援職員
のボランティア受
け入れ及び各班へ
の人員調整（災害
等発生時）

協定に基づく
活動

随時
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888
災害応急対策活
動

風水害等災害
事前配備及び
対応

班員の配備 随時 ３回
風水害等災害
事前配備及び
対応

班員の配備 随時
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888 総 庁内共通事務
参考図書追録
及び消耗品等
の購入

参考図書追録
及び消耗品等
の購入

随時 随時 144 144
円滑な
業務遂

行

参考図書の追録
は、業務遂行上
の参考になって
いる。

Ａ
参考図書追録
及び消耗品等
の購入

参考図書追録
及び消耗品等
の購入

随時 177 177 未 高 高 高
現状維

持
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

999 総 部内調整事務 未 高 高 高
現状維

持
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し


